
（単位：円）

当年度 前年度 増減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

　⑴　経常収益

基本財産運用益

基本財産受取配当金 150,752,566 150,752,566 0

特定資産運用益

特定資産受取利息 3,415 3,806 -391

雑収益

受取利息 1,149 1,121 28

経常収益計 150,757,130 150,757,493 -363

　⑵　経常費用

事業費

研究助成金 79,000,000 98,000,000 -19,000,000

研究協賛金 16,000,000 35,000,000 -19,000,000

役員報酬 4,892,830 8,011,375 -3,118,545

給料手当 5,656,783 7,527,669 -1,870,886

退職給付費用 312,601 782,808 -470,207

福利厚生費 1,787,659 2,613,252 -825,593

会議費 3,310,723 1,086,070 2,224,653

旅費交通費 1,397,094 232,995 1,164,099

減価償却費 118,045 0 118,045

印刷製本費 885,060 903,034 -17,974

謝金 6,020,000 5,230,000 790,000

雑費 300,300 99,000 201,300

　事業費小計 119,681,095 159,486,203 -39,805,108

管理費

役員報酬 4,126,760 4,495,899 -369,139

給料手当 3,045,961 4,804,641 -1,758,680

退職給付費用 170,297 433,568 -263,271

福利厚生費 998,126 1,452,736 -454,610

会議費 301,819 0 301,819

旅費交通費 1,289,547 830,974 458,573

通信運搬費 869,585 949,772 -80,187

減価償却費 77,274 103,032 -25,758

消耗品費 524,911 697,080 -172,169

印刷製本費 374,440 429,853 -55,413

雑費 2,738,652 3,936,678 -1,198,026

　管理費小計 14,517,372 18,134,233 -3,616,861

経常費用計 134,198,467 177,620,436 -43,421,969

当期経常増減額 16,558,663 -26,862,943 43,421,606

正 味 財 産 増 減 計 算 書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

科　　　　　目



当年度 前年度 増減

２．経常外増減の部

　⑴　経常外収益

過年度助成金返還額 1,000,000 0 1,000,000

経常外収益計 1,000,000 0 1,000,000

　⑵　経常外費用

固定資産除却損 0 1,990,415 -1,990,415

経常外費用計 0 1,990,415 -1,990,415

当期経常外増減額 1,000,000 -1,990,415 2,990,415

当期一般正味財産増減額 17,558,663 -28,853,358 46,412,021

一般正味財産期首残高 67,424,179 96,277,537 -28,853,358

一般正味財産期末残高 84,982,842 67,424,179 17,558,663

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取寄附金 2,300,000 0 2,300,000

基本財産評価損益 -6,700,114 -368,506,270 -375,206,384

当期指定正味財産増減額 -4,400,114 -368,506,270 364,106,156

指定正味財産期首残高 4,538,683,986 4,907,190,256 -368,506,270

指定正味財産期末残高 4,534,283,872 4,538,683,986 -4,400,114

Ⅲ　正味財産期末残高 4,619,266,714 4,606,108,165 13,158,549

科　　　　　目



（単位：円）

公益目的事業会計 その他事業会計 法人会計 合計

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

　⑴　経常収益

基本財産運用益

基本財産受取配当金 61,179,660 39,675,690 49,897,216 150,752,566

特定資産運用益

特定資産受取利息 3,415 0 0 3,415

雑収益

受取利息 0 0 1,149 1,149

経常収益計 61,183,075 39,675,690 49,898,365 150,757,130

　⑵　経常費用

事業費

研究助成金 79,000,000 0 0 79,000,000

研究協賛金 0 16,000,000 0 16,000,000

役員報酬 3,346,912 1,545,918 0 4,892,830

給料手当 5,221,646 435,137 0 5,656,783

退職給付費用 277,136 35,465 0 312,601

福利厚生費 1,444,539 343,120 0 1,787,659

会議費 3,310,723 0 0 3,310,723

旅費交通費 1,397,094 0 0 1,397,094

減価償却費 118,045 0 0 118,045

印刷製本費 885,060 0 0 885,060

謝金 6,020,000 0 0 6,020,000

雑費 300,300 0 0 300,300

　事業費小計 101,321,455 18,359,640 0 119,681,095

管理費

役員報酬 0 0 4,126,760 4,126,760

給料手当 0 0 3,045,961 3,045,961

退職給付費用 0 0 170,297 170,297

福利厚生費 0 0 998,126 998,126

会議費 0 0 301,819 301,819

旅費交通費 0 0 1,289,547 1,289,547

通信運搬費 0 0 869,585 869,585

減価償却費 0 0 77,274 77,274

消耗品費 0 0 524,911 524,911

印刷製本費 0 0 374,440 374,440

雑費 0 0 2,738,652 2,738,652

　管理費小計 0 0 14,517,372 14,517,372

経常費用計 101,321,455 18,359,640 14,517,372 134,198,467

当期経常増減額 -40,138,380 21,316,050 35,380,993 16,558,663

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

科　　　　　目



公益目的事業会計 その他事業会計 法人会計 合計

２．経常外増減の部

　⑴　経常外収益

過年度助成金返還額 1,000,000 0 0 1,000,000

経常外収益計 1,000,000 0 0 1,000,000

　⑵　経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0

当期経常外増減額 1,000,000 0 0 1,000,000

他会計振替前当期一般
正味財産増減額 -39,138,380 21,316,050 35,380,993 17,558,663

他会計振替額 39,017,581 -21,316,050 -17,701,531 0

当期一般正味財産増減額 -120,799 0 17,679,462 17,558,663

一般正味財産期首残高 643,880 0 66,780,299 67,424,179

一般正味財産期末残高 523,081 0 84,459,761 84,982,842

Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取寄附金 2,300,000 0 0 2,300,000

基本財産評価損益 -2,719,096 -1,763,364 -2,217,654 -6,700,114

当期指定正味財産増減額 5,019,096 1,763,364 2,217,654 9,000,114

指定正味財産期首残高 1,955,003,304 1,144,423,236 1,439,257,446 4,538,683,986

指定正味財産期末残高 1,960,022,400 1,146,186,600 1,441,475,100 4,547,684,100

Ⅲ　正味財産期末残高 1,960,545,481 1,146,186,600 1,525,934,861 4,632,666,942

科　　　　　目



１. 重要な会計方針

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　　　・・・　　購入時の取得価額によっている。償却原価法については、

                         　                  重要性がないので適用していない。

その他の有価証券

　　市場価格のあるもの　　・・・　　決算日の市場価格に基づく時価によっている。

　　市場価格のないもの　　・・・　　購入時の取得価額によっている。

⑵ 固定資産の減価償却の方法

固定資産　　　　 　　　　　　・・・　　定額法によっている。

⑶ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

２. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　　投資有価証券 4,348,373,986 0 6,700,114 4,341,673,872

小　計 4,348,373,986 0 6,700,114 4,341,673,872

特定資産

　　定期預金 170,310,000 20,000,000 0 190,310,000

　　普通預金 20,000,000 2,300,000 20,000,000 2,300,000

小　計 190,310,000 22,300,000 20,000,000 192,610,000

合　計 4,538,683,986 22,300,000 26,700,114 4,534,283,872

注１）　基本財産における当期減少額6,700,114円はカシオ計算機株式会社 株式の時価

　　 　　評価の評価損である。

注２）　特定資産の定期預金は、二口座に分割していたものを統合した。

注３）　特定資産の普通預金は、当期から寄附金受付の再開に伴い増加した。

財 務 諸 表  に 対 す る 注 記



３. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

基本財産

　　投資有価証券 4,341,673,872 (4,341,673,872) － － 

小　計 4,341,673,872 (4,341,673,872) － － 

特定資産

　　定期預金 190,310,000 (190,310,000) － － 

　　普通預金 2,300,000 (2,300,000)

小　計 192,610,000 (192,610,000) － － 

合　計 4,534,283,872 (4,534,283,872) － － 

４. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

ソフトウエア 1,159,040 633,205 525,835

（助成業務ツール） (643,880) (118,045) (525,835)

（公益法人会計） (515,160) (515,160) 0

５． 人件費について

・ 「役員報酬」は、非常勤役議員の出席謝金である。

・ 「給与手当」は、出向元企業への支払いである。

　　出向社員への給与は、出向元企業が直接支払い、当財団は相当額を出向元企業に支払う。



１.基本財産及び特定資産の明細

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記２.に記載している。

２.引当金の明細

該当事項なし。

附　属　明　細　書



（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

　（流動資産）

　現金 手元保管 運転資金として 69,116

　普通預金 三井住友銀行新宿西口支店 運転資金として 84,392,481

　流動資産合計 84,461,597

　（固定資産）

　基本財産 　投資有価証券 カシオ計算機株式会社 株式 1,761,974,208
（@1,296×1,359,548株）

　投資有価証券 カシオ計算機株式会社 株式 1,142,659,872
（@1,296×881,682株）

　投資有価証券 カシオ計算機株式会社 株式 1,437,039,792
（@1,296×1,108,827株）

　基本財産計 4,341,673,872

　特定資産 　研究助成特定資産 大口定期預金 190,310,000
（三井住友銀行新宿西口支店）

普通預金 2,300,000
（三井住友銀行新宿西口支店）

　特定資産計 192,610,000

　その他固定資産 　ソフトウエア 助成業務ツール 事務処理の合理化に使用する。 525,835

　その他固定資産計 525,835

　固定資産合計 4,534,809,707

　　資産合計 　 4,619,271,304

　（流動負債）

　預 り 金 源泉所得税預り金 助成事業検討WG会議(役員報酬・会議謝金) 4,590

　流動負債合計 4,590

　（固定負債）

0

　固定負債合計 0

　　負債合計 4,590

　　正味財産 4,619,266,714

財　産　目　録

（令和６年３月３１日現在）

法人会計遂行のために保有する基本財産、
配当収入は法人会計に使用する。

貸借対照表科目

使途を指定されて受け入れた特定資産であ
り、研究助成事業のために使用する。

使途を指定されて受け入れた特定資産であ
り、研究助成事業のために使用する。

公益目的保有財産であり、配当収入は研究
助成事業に使用する。

研究協賛事業のために保有する基本財産、
配当収入は研究協賛事業に使用する。


